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表 2.5-6（ 2） 漂着場の特性（長崎県対馬市上県町 志多留海岸） 

調査対象地域：⑤－２長崎県対馬市上県町志多留海岸 経緯度：129̊18ʹ20˝E  34̊34ʹ05˝N 
  

海岸の価値 社会条件 

モ
デ
ル
地
域
海
岸 

 
モ
デ
ル
地
域
海
岸 

 

自
然
的
価
値 

近
傍
海
岸 

壱岐対馬国定公園 
国指定天然記念物：御嶽鳥類繁殖地 

海
岸
利
用 

近
傍
海
岸 

伊奈漁港（志多留地区）（第四種） ａ 

モ
デ
ル
地
域
海
岸 

町指定史跡：志多留貝塚 ①
遺物包含地：志多留遺跡 ②

歴
史
・
文
化
的
価
値 

近
傍
海
岸 

志多留風景 

河
川
利
用 

 

モ
デ
ル
地
域
海
岸 

 

モ
デ
ル
地
域
海
岸 

 

ア
メ
ニ
テ
ィ 

近
傍
海
岸 
湊浜海水浴場 
井口浜海水浴場 

地
域
管
理 

近
傍
海
岸 

漁港海岸保全区域：伊奈漁港 ｂ 
対馬クリーンセンター： 
処理能力； 焼却 28t/日 
 資源化 21t/日 
 最終処分場 2017 年度埋立終了 

対馬市一般廃棄物最終処分場： 
処理能力；2010 年度埋立終了 

 

 

 
情報出典：「上県町の文化財・史跡」（上県町、平成 4年）、「対馬観光案内ガイドブック」（対馬観光物産協会）、 
 「平成 10 年度事業概要」（対馬支庁）、「長崎県対馬地方局総合案内図」（長崎県、平成 17 年） 

  
 

〔撮影日：2007 年９月 26 日、27 日〕

（260ｍ） 
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表 2.5-7 対馬市の海岸延長の内訳 

 

 

 

 

 

出典：「五島・壱岐・対馬沿岸海岸保全基本計画～交流と漁火の
しま」～」（長崎県、H16 年 3 月） 

対馬島内
911
176

176
河川局 対馬地方局 29
港湾局 対馬地方局 19
農村振興局 対馬地方局 67 農林水産部農村整備課担当

水産庁 対馬地方局、対馬市対馬市 61
建設部管理課・対馬市建設部管
理課担当

要指定延長 0
735

対馬地方局 68
対馬地方局、対馬市 175

当該機関（国、県又は市）
個人

一般公共海岸 対馬市 16 1.8%

注1：「五島・壱岐・対馬沿岸海岸保全基本計画～交流と漁火の「しま」～」（長崎県、H16年3月）の表-2.4を一部改変
沿岸総延長は海岸統計（長崎県、H12）、その他の延長は海岸保全施設設備水準調査票（長崎県、H13）より抜粋

注2：二線堤とは、万一洪水で河川が氾濫した場合、氾濫水による被害を最小限にとどめるために本来の堤防の陸地側に作られる第二の堤防のこと。
注3：長崎県の事務処理の特例に関する条例」（長崎県条例第45号、平成12年3月24日）により、対馬島の一般公共海岸の管理は対馬市に権限委譲されている。
注4：農林水産省農村振興局所管の海岸保全区域は、注1の資料では42kmとなっているが、対馬地方局の見解により67kmとした。

海岸保全区域延長

両者の詳細な区分は未把握（ほ
とんどが私有地と考えられる）

476
その他の海岸

漁港延長（海岸保全区域を除く漁港区域）

建設部管理課担当

注5：大潮の満潮時の海岸線（略最高高潮面：ほぼさいこうこうちょうめん、という）が海と陸との境界となるため、私有地の海側の範囲はこれより陸側の土地ま
でが該当する（海側は法定外公共物）。

海岸の分類
所管

区分
沿岸海岸総延長（要保全海岸延長＋その他海岸延長－二線堤延長）

国土交通省

農林水産省

（長崎県）

なお、総延長については933km(「海岸保全区域一覧表」(「長崎県の海岸」長崎県河川課)長崎県のHP)という資料があるほか、上記数値にも若干異なる標記資
料もあり、多少の誤差があると考えられる。

延長距離(km) 備考

港湾延長（海岸保全区域を除く港湾区域）

道路敷地等
私有地（個人、共有地等）

要保全海岸延長

その他海岸延長

52.3%

全体比

19.3%

26.7%
建設部管理課・対馬市建設部管
理課担当
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2.5.2 航空機調査結果 
航空写真から判定した漂着ゴミの量を検証するため、共通調査で実際に回収されたゴミ

の量と航空写真の判定結果を比較した(図 2.5-1)。航空写真では 20～30cm 以上のゴミの量

を推定しているが、共通調査では、1cm 以上の漂着ゴミのすべてを回収し、その容量を計

測している。そこで、両者を比較するにあたり、共通調査で回収されたゴミの中から単体

もしくは固まり(木切れなど)で容量が 20L 以上のゴミの総容量を集計し、航空写真による

ゴミ量の推定結果と比較した。一つの調査地点で汀線から陸方向に複数の調査枠を設置し

ている場合には、それらを合計して海岸線 10m 当たりのゴミの容量を算出した。 

航空写真による判定結果と実際に回収されたゴミの量を比較した結果、1 袋以上 8 袋未

満及び 8袋以上と判定された場合には、概ね実際に回収されたゴミの容量と一致した。共

通調査は漂着ゴミの著しい地点で実施されているため、そのような地点での大量かつ大型

のゴミは航空写真からもよく識別できていると考えられる。一方、1 袋未満と判定された

地点においては、実際に回収されたゴミの量と相関がとれていない地点が多くみられた。

航空写真ではゴミがほとんど識別できないにも係わらず実際にはゴミが回収されているこ

とから、航空写真の撮影後に漂着したゴミの影響が大きいと推測された。これらの結果か

ら、航空写真を用いたゴミ量の推定は、特に大型のゴミが大量に漂着している場合におい

て有効であると考えられた。 

評価結果を図 2.5-2 に示す。この図には評価結果を考察する一助として、浜が発達して

いない海岸及び人工海岸ともにゴミが漂着しにくいと考えられることから、海岸線の地形

情報を付加した。これらの地形データは第 5回海岸線調査(環境省、平成 5～10 年度)を参

照した。 

図 2.5-2 に示した漂着ゴミの評価結果を見ると、対馬の西側海岸に赤い部分（20 リット

ルゴミ袋で 8袋以上）が多く、また北東部分にも同様に漂着ゴミ量が多いことが伺える。 

航空写真の撮影時期(2007 年 8 月 24・25 日)と共通調査によるゴミの回収の時期(2007

年 10 月 5～15)の時間差は最大約 1月である。 

本調査により、陸側から見通しが効かない浜やアクセスが困難な浜についても漂着ゴミ

の状況を連続的に把握することができた。これらのデータと海岸線付近の自然環境、社会

環境のデータを重ね合わせることにより、漂着ゴミの回収活動を優先順位の設定などが可

能になると考えられた。 

ただし、航空機による写真撮影が 8月下旬に行われたため、海水浴シーズン前の海岸清

掃活動等によって漂着ゴミの回収が行われていることも加味する必要がある。また、本調

査で評価の対象となっているゴミはその大きさが 20～30cm 以上のものであり、実際にはそ

れ以下のゴミも数多く存在すると考えられた。 
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航空機による判定結果 1 袋未満 1袋以上 8袋未満 8袋以上 

比較に用いた調査地点数 10 16 33 

回収されたゴミの容量と判

定結果が一致した地点数 
3(30%) 9(56%) 31(94%) 

図 2.5-1 航空写真から判定した漂着ゴミの量と共通調査で実際に回収されたゴミの量の比較 

(グラフ中の青・緑・赤の枠が航空写真の判定と実際の回収量が一致する範囲を示す) 
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図 2.5-2 長崎県における漂着ゴミの状況 (2007 年 8 月 24・25 日撮影) 

白浜崎（大浦湾北西部） 黒瀬湾奥（大浦湾北西部） 

佐護地区地先海岸 

上対馬町豊町～泉地先 

上対馬町網代～冨浦地先 

モデル海岸：越高 

モデル海岸：志多留 

厳原町阿連地先オリグチ岬周辺 

豊玉町佐保地先

(2007年 10月に全漂着ゴ

ミ 176m3を回収) 

(2007年 10月に全漂着ゴ

ミ 148m3を回収) 
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3．クリーンアップ調査 

クリーンアップ調査は、各モデル地域における「共通調査」と「独自調査」から構成さ

れる。「共通調査」は全国で共通な手法（枠取り・分析）で実施する調査であり、「独自調

査」はモデル地域の特徴（重機や人力による回収、運搬・処分方法）に合わせて実施する

調査という位置づけである。以下、それぞれの調査について概説した。クリーンアップ調

査は、図 2.5-1 のように原則として 2ヶ月毎に実施した。なお、第 6回調査では、共通調

査のみを実施した。 

図 2.5-1 クリーンアップ調査スケジュール（長崎県のモデル海岸） 

 
注：第 6回調査は共通調査のみを実施（独自調査は実施せず）。 

 

3.1 共通調査 
3.1.1 目的 

本調査は、各モデル地域の定点（調査地点）において、漂着ゴミの回収・分類を定期的

に行うことで、漂着ゴミの種類、量、分布状況の経時的変化の解析に資するデータを得る

ことを目的とした。 

 

3.1.2 調査工程 
長崎県で実施した調査工程を表 3.1-1 に示す。平成 20 年度調査においては、7月は梅雨

時期の出水影響を、9 月は台風後の漂着状況を見るために、約 2 ヶ月毎ではなく、それぞ

れ時期を若干ずらして調査を実施した。 

表 3.1-1 共通調査工程（長崎県のモデル海岸） 

第 1回調査 第 2回調査 第3回調査 第 4回調査 第5回調査 第 6回調査
海岸名 

2007 年 2008 年 

越高 
10 月 5・6日、 

10 月 7～10 日 
12 月 2～4日 2 月 4～6日 4月13･14･16日 7 月 1日 9 月 25 日 

志多留 
10 月 4・5日 

10 月 11・12 日 
12 月 2・3～5 日 2月 4～6日 4月13･15･16日 7 月 1日 9 月 26 日 

注：第 6回調査は共通調査のみを実施。 

 

3.1.3 調査方法 
(1) 調査区域の設定 

共通調査は、調査範囲から汀線沿いに以下の条件を満たす 5㎞の調査区域を設定した。
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調査範囲が 5㎞に満たない場合でも同様の考え方で、かつできる限り長く調査区域を設定

した。 

① 浜の傾斜や状態（砂場、岩場等）が比較的均一な海岸線 

② 連続した海岸線（ただし一体と考えられる海岸線であれば断続しても可） 

③ 大きな河川の河口部は、河口の両サイドを除外 

④ 前面にテトラポッド等が設置されている区域は除外 

⑤ 傾斜地など調査が困難な場所、安全性が確保できない場所は除外 

 

(2) 共通調査の対象範囲 
決定した調査区域を原則として 5分割し、その 5分割した調査区域に、以下の①～⑤を考慮

して調査枠を設置する地点を設定することとした（図 3.1-1）。 

① 大潮満潮時の汀線を基準に 10m 四方のコドラート（方形枠）を設置 

② 汀線から内陸方向に向かって最大 5個設置。ただし、奥行きのない場所は置ける個数だ

け設置 

③ 内陸方向へは堤防等の構造物の根元、傾斜地の根元、防砂林等の植生がある場合は植生

内 5m まで設置 

④ 原則としてゴミの量が平均的な場所を選定 

⑤ 調査区域内を代表する地点であれば、等間隔でなくても良い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 基本的な共通調査枠の設置方法 

海 側 

陸 側 

調査枠 

年間最大潮位線 

防砂林等 

汀線 

護岸等

調査枠 

調査枠 

10m 

50m 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

① 

② 

③ 

④ 

① 

調査地点 3 調査地点 4
調査地点 5 

② 

2m E 

D 

C 

B 

A 

① 

10m

F 

※②の 10m 枠が完全に設置
できないため、①枠な中に
2m 枠を設置する。 

E 

② 
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対馬市のモデル地域の海岸では、海岸の奥行き（岸沖方向）が狭く、10m 四方のコドラ

ートを 5 枠設置できない海岸が多かった。そのため、10m 枠が 1 枠しか設置できない地点

では、漂着ゴミの空間分布を把握するため、2m 枠を複数設置した（図 3.1-2 参照）。また、

両モデル海岸とも、これまでに漂着したゴミが海岸に堆積しており、中でも漁網が大量に

ある場所もあった。これら漁網の分布は両海岸において一様ではなく、局所的に出現して

いたため、これらを除く平均的な分布状況を示す地点に、共通調査枠を設置することとし

た。そのため、調査枠の位置は、必ずしも各海岸を 5等分した位置とはなっていない。こ

れら調査枠は次回以降も同じ場所に設置するため、正確な位置を測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-2 調査枠内の枠設置詳細（上例：飛島西海岸、下左：越高地区、下右：志多留地区の例） 

 

 

前記条件を基に、長崎県越高海岸における調査範囲と調査枠の大きさを図 3.1-3～図 
3.1-4に、志多留海岸における調査範囲と調査枠の大きさを注：A～Eは2ｍ枠を、FはＡ～Ｅを除く①
枠の残りを示す。 

図 3.1-5～図 3.1-6 に示した。 

長さ 10m  
  
または 

D 

E

C

A

長さ
2m 

B

① 

幅 10m 

F 
設置可能な長さ 

年間最大潮位線 

長さ 10m 

D 

E 

C 

A 

長さ 
2m B 

① 

幅 10m 

F 

② 
設置可能な長さ

緑線より陸側部分(斜線部分)
については調査を実施しない 

Ｆ 
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② ○ ○ ○ ○ - 

F ○ ○ ○ ○ ○ 

E ○ ○ ○ ○ ○ 

D ○ ○ ○ ○ ○ 

C ○ ○ ○ ○ ○ 

B ○ ○ ○ ○ ○ 

越高地区
① 

A ○ ○ ○ ○ ○ 

地区名 枠番号 1 2 3 4 5 

注：A～Eは2ｍ枠を、FはＡ～Ｅを除く①枠の残りを示す。 

図 3.1-3 調査範囲（長崎県対馬市 越高海岸） 

 

独自調査範囲 

共通調査箇所

消波ブロック 

　　枠番号
地点

① ①

１ 10m×10m 10m×5m

２ 10m×10m
10m×
(2+1m)

３ 10m×10m
10m×
(2+0m)

４ 10m×10m
10m×
(2+3m)

５ 10m×10m －

② 

(0.25km)

(0.25km) 




